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１. 18年 9月中間期の連結業績（平成 18年 4月 1日 ～ 平成 18年 9月 30日）
(1)連結経営成績 （注）百万円未満の金額は、四捨五入して表示している。

売　　上　　高 営　業　利　益 経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

18年 9月中間期 768,878 7.0 50,690 6.8 48,765 3.2
17年 9月中間期 718,458 9.0 47,459 △ 13.9 47,244 △ 14.6
18年 3月期 1,498,620 108,726 104,166

中間（当期）純利益 １株当たり
中間（当期）純利益

潜在株式調整後
１株当たり中間(当期)純利益

百万円 ％ 円　　　銭　 円　　　銭　

18年 9月中間期 28,958 13.9 20 69 - -
17年 9月中間期 25,413 △ 5.5 18 15 - -
18年 3月期 59,668 42 46 - -
(注) ①持分法投資損益    18年 9月中間期　517百万円   17年 9月中間期　658百万円　　18年 3月期　536百万円
     ②期中平均株式数（連結）　18年 9月中間期 1,399,697,913株　17年 9月中間期 1,400,259,042株　18年 3月期　1,400,108,810株
     ③会計処理の方法の変更　　 無
     ④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前中間期増減率

(2)連結財政状態
総　　資　　産 純　　資　　産 自 己 資 本 比 率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円　　　銭　

18年 9月中間期 1,459,818 620,118 42.0 438 06
17年 9月中間期 1,304,508 542,064 41.6 387 16
18年 3月期 1,376,044 594,211 43.2 424 34
(注) 期末発行済株式数（連結）　18年 9月中間期 1,399,406,252株　17年 9月中間期 1,400,114,847株　18年 3月期　1,399,816,498株

(3)連結キャッシュ･フローの状況
営業活動による 投資活動による 財務活動による 現金及び現金同等物

キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー キャッシュ・フロー 期　末　残　高
百万円 百万円 百万円 百万円

18年 9月中間期 47,660 △ 40,913 △ 2,104 93,362
17年 9月中間期 33,153 △ 27,473 △ 13,680 60,759
18年 3月期       108,620 △ 60,373 △ 30,881 86,390

(4)連結範囲及び持分法の適用に関する事項
    連結子会社数 109 社   持分法適用非連結子会社数 29 社   持分法適用関連会社数 24 社

(5)連結範囲及び持分法の適用の異動状況
    連結（新規） 4 社  （除外） 0 社   持分法（新規） 1 社   （除外） 3 社

２. 19年 3月期の連結業績予想（ 平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）
　 売　　上　　高 経　常　利　益 当　期　純　利　益

百万円 百万円 百万円

通　　期 1,612,000 112,000 64,000
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）  45 円 73 銭

　※　上記予想には、本資料の発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づく予想が含まれ
　　　ております。上記予想と実際の業績の間には、今後の様々な要因によって大きく差異が発生す
　　　る可能性があります。なお、業績予想に関する事項については、添付資料の連9～連14ページ
　　　及び［参考資料］を参照して下さい。

－連1－



（旭化成株式会社） ［連結］

1.企業集団の状況
　　当社グループは、ケミカルズ、ホームズ、ファーマ、せんい、エレクトロニクス、建材、ライフ＆リビング、サービス・エンジニアリング等の
　８つのセグメントにわたって製品の開発、生産、販売、サービスに至る幅広い事業活動を展開しています。
　　各セグメントにおける主な事業内容と主要な連結子会社は、概ね次のとおりです。

主　な　事　業　内　容 主要な連結子会社

ケミカルズケミカルズケミカルズケミカルズ
モノマー系　　　　：アンモニア、硝酸、カセイソーダ、アクリロニトリル、スチレンモノマー、 旭化成ケミカルズ
　　　　　　　　　　ＭＭＡモノマー、アクリル樹脂、高度化成肥料、アジピン酸　等 山陽石油化学

日本エラストマー
ポリマー系　　　　：ポリエチレン「サンテックＴＭ」、スチレン系樹脂「スタイラックＴＭ－ＡＳ」、 旭化成新港基地
　　　　　　　　　　「スタイラックＴＭ－ＡＢＳ」、合成ゴム、ポリアセタール樹脂「テナックＴＭ」、 旭化成テクノプラス
　　　　　　　　　　変性ＰＰＥ樹脂「ザイロンＴＭ」、ナイロン６６樹脂・繊維「レオナＴＭ」　等 旭化成商事サービス※

東西石油化学
高付加価値系　　　：塗料原料、ラテックス、医薬・食品用添加剤「セオラスＴＭ」、 ｱｻﾋｶｾｲﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ ｼﾝｶﾞﾎﾟｰﾙ
　　　　　　　　　　火薬類、金属加工品、感光性樹脂・製版システム「ＡＰＲＴＭ」、 ｱｻﾋｶｾｲﾌﾟﾗｽﾁｯｸｽ（ｱﾒﾘｶ）
　　　　　　　　　　高分子中空糸膜「マイクローザＴＭ－ＵＦ」、「マイクローザＴＭ－ＭＦ」、 ｱｻﾋｹﾐｶﾙｲﾝﾀｰﾐﾃﾞｨｴｲﾂ
　　　　　　　　　　微多孔膜「ハイポアＴＭ」、イオン交換膜電解装置　等 ＡＫ＆Ｎ(ＵＫ) 他19社

ホームズホームズホームズホームズ
「ヘーベルハウスＴＭ」、「ヘーベルメゾンＴＭ」、マンション事業、リフォーム事業、 旭化成ホームズ
不動産流通事業、都市開発事業、住宅ローンの貸付等の金融事業　等 旭化成住工

旭化成モーゲージ
旭化成リフォーム
旭化成不動産 他16社

ファーマファーマファーマファーマ
医薬品（「エルシトニンＴＭ」、「ブレディニンＴＭ」、「フリバスＴＭ」、「トレドミンＴＭ」等）、 旭化成ファーマ
医薬品原料、機能性食品素材、飼料添加物、診断薬、診断薬用酵素、人工腎臓「ＡＰＳＴＭ」、 旭化成メディカル
「セパセルＴＭ」、「セルソーバＴＭ」、「プラノバＴＭ」、コンタクトレンズ　等 旭化成Ｎ＆Ｐ

旭化成アイミー
旭化成医療機器(杭州)

せんいせんいせんいせんい
ポリウレタン弾性繊維「ロイカＴＭ｣、 旭化成せんい
スパンボンド「エルタスＴＭ」・人工皮革「ラムースＴＭ」等の不織布、 旭陽産業
セルロース繊維「ベンベルグＴＭ」、ポリエステル長繊維　等 旭化成商事サービス※

杭州旭化成アンロン
旭化成スパンデックスアメリカ
旭化成香港
杭州旭化成紡織
タイ旭化成スパンデックス 他13社

エレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクス
感光性ポリイミド樹脂「パイメルＴＭ」、感光性ドライフィルムレジスト「サンフォートＴＭ」、 旭化成エレクトロニクス
ＬＳＩ、ホール素子、プリント基板用ガラス長繊維織物　等 旭化成マイクロシステム

旭シュエーベル
旭化成電子

　　 旭化成電子材料(蘇州)
　　 旭シュエーベル(台湾) 他2社
　　
建材建材建材建材
軽量気泡コンクリート（「ヘーベルＴＭ」等）、パイル、高機能断熱材「ネオマＴＭフォーム」、人工魚礁　等 旭化成建材 他8社

ライフ＆リビングライフ＆リビングライフ＆リビングライフ＆リビング
「サランラップＴＭ」、「ジップロックＴＭ」、各種フィルム・シート、発泡体　等 旭化成ライフ＆リビング

旭化成パックス
サランラップ販売 他1社

サービス・エンジニアリング等サービス・エンジニアリング等サービス・エンジニアリング等サービス・エンジニアリング等
プラントエンジニアリング、環境エンジニアリング、各種リサーチ・情報提供事業、人材派遣業　等 旭リサーチセンター

旭ファイナンス
旭化成エンジニアリング

　　 旭化成アミダス
向陽鉄工
旭化成環境事業 他9社

※旭化成商事サービス他一部の連結子会社の事業内容は複数のセグメントに跨っています。

－連2－



（旭化成株式会社）                                   ［連結］ 

－連 3－ 

 以上に述べた事項の概要図は次のとおりです。 （会社名の符号 無印：連結子会社 ※：持分法適用会社） 

 

“石油化学製品、化学品等の製造“石油化学製品、化学品等の製造“石油化学製品、化学品等の製造“石油化学製品、化学品等の製造    

・加工・販売等”・加工・販売等”・加工・販売等”・加工・販売等” 

旭化成ケミカルズ㈱ 

山陽石油化学㈱ 

日本エラストマー㈱ 

旭化成テクノプラス㈱ 

旭化成新港基地㈱ 

旭化成商事サービス㈱ 

東西石油化学㈱ 

アサヒケミカルインター 

ミディエイツ Inc． 

アサヒカセイプラスチックス 

（アメリカ）Inc. 

ＡＫ＆Ｎ（ＵＫ）Ltd． 

アサヒカセイプラスチックス 

シンガポール Pte.Ltd． 

※ ＰＳジャパン㈱ 

※ 旭化成ワッカーシリコーン㈱ 

※ 岡山化成㈱ 

※ 旭有機材工業㈱ 

※ 杜邦―旭化成ポリアセタール 

(張家港)有限公司 他 

ケミカルズケミカルズケミカルズケミカルズ    64646464 社社社社    

 

“「へーベルハウス“「へーベルハウス“「へーベルハウス“「へーベルハウスＴＭＴＭＴＭＴＭ」等の設計・」等の設計・」等の設計・」等の設計・    

管理・請負・マンション販売等管理・請負・マンション販売等管理・請負・マンション販売等管理・請負・マンション販売等””””    

旭化成ホームズ㈱ 他 

“リフォーム事業・不動産流通事“リフォーム事業・不動産流通事“リフォーム事業・不動産流通事“リフォーム事業・不動産流通事    

業等”業等”業等”業等”あ 

旭化成不動産㈱ 

旭化成リフォーム㈱ 他 

“「へーベルハウス“「へーベルハウス“「へーベルハウス“「へーベルハウスＴＭＴＭＴＭＴＭ」等躯体鉄」等躯体鉄」等躯体鉄」等躯体鉄    

骨製造”骨製造”骨製造”骨製造”あ 

旭化成住工㈱ 

“住宅ローンの貸付等”“住宅ローンの貸付等”“住宅ローンの貸付等”“住宅ローンの貸付等”    
旭化成モーゲージ㈱ 

 

“医薬品・医薬原料等の製造・“医薬品・医薬原料等の製造・“医薬品・医薬原料等の製造・“医薬品・医薬原料等の製造・    

販売”販売”販売”販売”    
旭化成ファーマ㈱ 

旭化成Ｎ＆Ｐ㈱ 他 

“医療機器等の製造・販売等”“医療機器等の製造・販売等”“医療機器等の製造・販売等”“医療機器等の製造・販売等”ああああ

旭化成メディカル㈱ 

旭化成アイミー㈱  

旭化成医療機器（杭州）有限公司

他 

ホームズホームズホームズホームズ    23232323 社社社社    

ファーマファーマファーマファーマ    13131313 社社社社    

 

“ＡＬＣ（軽量気泡コンク“ＡＬＣ（軽量気泡コンク“ＡＬＣ（軽量気泡コンク“ＡＬＣ（軽量気泡コンク    

リート）・断熱材等の製造・リート）・断熱材等の製造・リート）・断熱材等の製造・リート）・断熱材等の製造・  
販売”販売”販売”販売” 

旭化成建材㈱ 他 

建材建材建材建材    12121212 社社社社    

 

“合成繊維、不織布、再生繊維等“合成繊維、不織布、再生繊維等“合成繊維、不織布、再生繊維等“合成繊維、不織布、再生繊維等    

の製造・加工・販売等の製造・加工・販売等の製造・加工・販売等の製造・加工・販売等””””    

旭化成せんい㈱あ 
旭化成商事サービス㈱ 

旭陽産業㈱ 

杭州旭化成アンロン有限公司 

杭州旭化成紡織有限公司 

旭化成香港有限公司 

タイ旭化成スパンデックス 

 Co.,Ltd. 他 

せんいせんいせんいせんい    38383838 社社社社    

 

“電子材料等の製造・加工・販売”“電子材料等の製造・加工・販売”“電子材料等の製造・加工・販売”“電子材料等の製造・加工・販売”

旭化成エレクトロニクス㈱ 

旭シュエーベル㈱ 

旭シュエーベル（台湾）Co.,Ltd.  

旭化成電子材料（蘇州）有限公司 他 

“電子部品等の製造・販売”“電子部品等の製造・販売”“電子部品等の製造・販売”“電子部品等の製造・販売”    
旭化成マイクロシステム㈱ 

旭化成電子㈱ 他 

エレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクスエレクトロニクス    16161616 社社社社    

 

“各種樹脂加工製品等の製造・“各種樹脂加工製品等の製造・“各種樹脂加工製品等の製造・“各種樹脂加工製品等の製造・    

加工・販売”加工・販売”加工・販売”加工・販売” 

旭化成ライフ＆リビング㈱ 

サランラップ販売㈱ 

旭化成パックス㈱ 他 

ライフ＆リビングライフ＆リビングライフ＆リビングライフ＆リビング    9999 社社社社    

 

 

“エンジニアリング、情報システム、“エンジニアリング、情報システム、“エンジニアリング、情報システム、“エンジニアリング、情報システム、

その他サービスの提供その他サービスの提供その他サービスの提供その他サービスの提供等”等”等”等”    

旭化成エンジニアリング㈱ 

向陽鉄工㈱ 

旭ファイナンス㈱ 

旭化成環境事業㈱  

㈱旭リサーチセンター 

旭化成アミダス㈱ 

※ ＡＪＳ㈱ 他 

サービス・サービス・サービス・サービス・    

エンジニアリング等エンジニアリング等エンジニアリング等エンジニアリング等    30303030 社社社社

 
なお、一部の会社は複数のセグ

メントに跨っています。 

旭化成㈱旭化成㈱旭化成㈱旭化成㈱  
    
各社に土地等の賃貸、

その他各種サービスの

提供を行っている。 



（旭化成株式会社）                            [連結] 

－連 4－ 
 

２．経営方針２．経営方針２．経営方針２．経営方針    

（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針（１）経営の基本方針    
  当社グループでは、「科学と英知による絶えざる革新で、人びとの『いのち』と『くら

し』に貢献する」というグループ理念に則り、“お客様の視点による新たな価値の創造”、

“社員の個とチームワークの尊重”、“高収益企業を目指し、株主及びかかわりある人び

とへの貢献”、“地球環境との調和、安全の確保”、“企業倫理の遵守”の５項目をグルー

プ経営の基本方針に掲げています。 
 
（２）目標とする経営指標（２）目標とする経営指標（２）目標とする経営指標（２）目標とする経営指標    
  当社グループでは、企業としての本来の事業活動の成果を示す「営業利益」を主要

な経営指標と位置付けていますが、これに加え、内部の業績管理指標として「ＥＶＡ

（経済付加価値）」「キャッシュ・フロー」などを、また、財務体質強化の観点からは

「Ｄ／Ｅレシオ」、資本効率指標として「ＲＯＥ」を、経営指標としています。 

 
（３）利益配分に関する基本方針（３）利益配分に関する基本方針（３）利益配分に関する基本方針（３）利益配分に関する基本方針    
  当社は、連結業績をベースとして、将来の収益を向上させるための内部留保を図りつ

つ、長期的かつ安定的な配当を実施することを基本方針としています。この方針のもと、

業績の達成状況も踏まえ、当中間期の中間配当は１株につき５円とさせていただきます。 
 
（４）中長期的な（４）中長期的な（４）中長期的な（４）中長期的な経営戦略と対処すべき課題経営戦略と対処すべき課題経営戦略と対処すべき課題経営戦略と対処すべき課題    
当社グループでは、本年度よりスタートさせた中期経営計画「「「「Growth Action – 2010」」」」
の中で、グローバル型事業の拡大と、国内型事業の高度化を戦略の柱として、戦略的な

拡大投資を積極的に実行することで、拡大・成長に向けて事業ポートフォリオを転換し、

企業価値の増大とブランド力の向上を目指しています。特に、ケミカル系事業のモノマ

ー分野と高機能分野、エレクトロニクス事業及び医療事業の４分野を中心に、平成２２

年度までに、４，０００億円規模の戦略投資の実行を予定しています。この「「「「Growth 
Action – 2010」」」」の戦略を確実に実行し、目標を達成することが、当社グループにとって
の最重要課題であると認識しています。 

 

（５）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等（５）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等（５）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等（５）投資単位の引下げに関する考え方及び方針等    

当社グループでは、適正な株価形成のためには、株式の流動性を高め、多くの投資家

の株式市場への参加が重要であると認識しています。株式の投資単位の引下げについて

は、今後も市場動向や株価動向を勘案するとともに、株主利益の視点も踏まえながら、

慎重に検討していきます。 

    

（６）親会社等に関する事項（６）親会社等に関する事項（６）親会社等に関する事項（６）親会社等に関する事項    

  該当事項はありません。 
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３．経３．経３．経３．経営成績及び財政状態営成績及び財政状態営成績及び財政状態営成績及び財政状態    

（１）経営成績（１）経営成績（１）経営成績（１）経営成績    

①①①①    業績全般業績全般業績全般業績全般    

当中間期における日本経済は、好調な企業収益を背景に、雇用情勢の改善や民間企業

による設備投資が高水準で推移するなど、景気の拡大基調にありました。しかし、事業

を取り巻く環境は、原油価格の高騰が続き、石油化学製品の原料となるナフサなどの原

燃料価格が著しく上昇したことから、製品価格の改定を余儀なくされるなど、厳しい状

況で推移しました。 
このような状況の中で、当社グループの当中間期における連結業績は、売上高は、原

燃料価格高騰に伴い製品価格が上昇したケミカル事業が売上を伸ばしたことなどから、

７，６８９億円で前中間期比５０４億円（７．０％）の増収となりました。 

また、営業利益は、エレクトロニクス事業がＩＴ機器やデジタル家電市場での旺盛な需

要に支えられ業績を伸ばしたことや、為替相場が円安に推移したことなどから、５０７億

円で前中間期比３２億円（６．８％）の増益となりました。なお、経常利益は、４８８億

円で前中間期比１５億円（３．２％）の増益となり、中間純利益は、２９０億円で前中間期

比３５億円（１３．９％）の増益となりました。 
   

②②②②    セグメント別概況セグメント別概況セグメント別概況セグメント別概況 
当社グループの主要事業別の営業状況について、７つの事業会社に対応した事業セグメン

トに「サービス・エンジニアリング等」を加えた８つのセグメントに区分してご説明します。 
    
＜ケミカルズ＞セグメント・・・ケミカル事業＜ケミカルズ＞セグメント・・・ケミカル事業＜ケミカルズ＞セグメント・・・ケミカル事業＜ケミカルズ＞セグメント・・・ケミカル事業 
売上高は３，６７５億円で、前中間期比４８７億円（１５．３％）の増収となり、営

業利益は２０５億円で、前中間期比３億円（１．７％）の増益となりました。    
汎用事業（モノマー系事業、ポリマー系事業）は、原燃料価格の急激な高騰の影響を

受けたものの、コスト上昇分を製品価格へ反映すべく価格改定に努めたことや、アジピ

ン酸、ナイロン６６樹脂・繊維「レオナ™」などのナイロン関連製品が堅調に推移した
ことなどから、前中間期並の業績を確保しました。 

高付加価値系事業は、リチウムイオン二次電池用の微多孔膜「ハイポア™」が販売数
量を伸ばしたことや、イオン交換膜事業において、中国向け電解プラントの輸出と電解

膜の販売量が増加したことなどから、増益となりました。 
なお、岡山県の水島製造所で、プロピレンなどを製造する新技術を採用した接触分解装

置「オメガプロセス」の実証プラントが完成し、本年６月より商業運転を開始しました。

同プラントの完成により、石化基礎原料の自給化率を高め、最適生産体制を構築するこ

とで、水島コンビナート全体の競争力強化に繋がっています。 
また、７月には、宮崎県延岡市において、新日鉄エンジニアリング（株）と共同で設

立した新会社、旭化成エヌエスエネルギー（株）の火力発電設備が営業を開始しました。

燃料を重油から石炭に転換することにより、競争力ある電力・蒸気の供給体制を整備し、
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延岡地区の生産基盤を強化しました。 
また、７月に、ポリスチレン事業のダウ・ケミカル社との共同出資会社である、スタ

イロンアジア社及び斯泰隆石化（張家港）有限公司の持分を、ダウ・ケミカル社にすべ

て譲渡することで合意しました。更に９月には、チッソ（株）との合弁会社であるチッ

ソ旭肥料（株）に、肥料事業に関する製造・研究開発機能をすべて統合することに合意

するなど、他社との連携も含め、事業ポートフォリオの転換を進めています。 
 

＜ホームズ＞セグメント・・・住宅事業＜ホームズ＞セグメント・・・住宅事業＜ホームズ＞セグメント・・・住宅事業＜ホームズ＞セグメント・・・住宅事業    
売上高は１，６９１億円で、前中間期比１６２億円（８．７％）の減収となり、営業

利益は５４億円で、前中間期比３０億円（３５．９％）の減益となりました。 
建築請負・分譲事業は、昨年前半までの受注減少の影響による引渡戸数の減少や、前

中間期に集中した大型マンションの竣工が無かったことなどから、減益となりました。 

一方、当中間期の建築請負事業の受注実績については、建替え需要の掘り起こしに注

力したことなどから、前中間期比５７億円増加し、１，５６１億円となりました。 

また、住宅周辺事業は、不動産事業において賃貸管理戸数が順調に増加したことや、

リフォーム事業において既存物件のリフレッシュ工事が好調に推移したことから、増益

となりました。 

なお、本年９月に、都市の限られた敷地の中で“緑をまとう”住まい、ロングライフ

住宅「ヘーベルハウス™Ｇｒｅｅｎ＋（グリーンプラス）」を発売しました。同商品は、

建物そのものが“緑をまとう”ことで、緑や自然（光や風）を積極的に楽しむ都市の住

まいを提案する商品です。 

 

＜ファーマ＞セグメント・・・医薬・医療事業＜ファーマ＞セグメント・・・医薬・医療事業＜ファーマ＞セグメント・・・医薬・医療事業＜ファーマ＞セグメント・・・医薬・医療事業    
売上高は５１１億円で、前中間期比２５億円（４．６％）の減収となったものの、営業

利益は７２億円で、前中間期比１６億円（２８．７％）の増益となりました。 
医薬事業は、薬価改定の影響を強く受けたことに加え、医薬中間体の売上が減少した

ことから減収となったものの、排尿障害治療薬「フリバス™」が販売量を伸ばしたこと
や、ローキナーゼ阻害剤「塩酸ファスジル」のライセンス収入があったことなどから、

増益となりました。 

医療事業は、生産能力を増強したポリスルホン膜人工腎臓「ＡＰＳ™」の販売量が国内、
海外ともに伸長したと同時に、昨年稼動を開始した宮崎県延岡市の生産設備の稼働率が大幅

に上昇しました。また、ウィルス除去フィルター「プラノバ™」が海外向けを中心に販売量
を大幅に増やしたことなどから、増益となりました。 

なお、医薬事業においては、本年８月に、抗血液凝固剤「ＡＲＴ－１２３」の製造販

売承認申請を行いました。また、今後同剤の海外展開を進めるために、ベンチャー･キャ

ピタルの出資を得て米国に新たに設立したアルチザン・ファーマ社に、ライセンスを供

与しました。 

また、医療事業においては、本年４月に、中国の「ＡＰＳ™」組立工場の増設を決定
し、１０月には、宮崎県延岡市の「プラノバ™」組立工場の増設工事を開始するなど、
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積極的な設備増強を図っています。 

 

＜せんい＞セグメント・・・繊維事業＜せんい＞セグメント・・・繊維事業＜せんい＞セグメント・・・繊維事業＜せんい＞セグメント・・・繊維事業    
売上高は５０６億円で、前中間期比７１億円（１６．３％）の増収となりましたが、

営業利益は１３億円で、前中間期比１０億円（４２．８％）の減益となりました。 
    ポリウレタン弾性繊維「ロイカ™」は、国内外で販売量を伸ばしたものの、市況悪化
による販売価格の下落と原燃料価格高騰によるコスト増の影響を受け、減益となりまし

た。また、ドイツのランクセス・グループから買収した「ドルラスタン™」事業は、赤
字となりました。 
セルロース繊維「ベンベルグ™」は、国内の裏地用途向けや海外向けが好調に推移し

販売量を増やしましたが、原燃料価格の高騰や、生産設備が本年９月の宮崎県延岡市に

おける竜巻の影響を受けたことなどから、減益となりました。また、不織布事業は、原

燃料価格高騰に対し価格改定に努めましたが、コスト増を補いきれず、減益となりました。 

なお、本年８月に、滋賀県守山市において新不織布「プレシゼ™」の製造設備建設に
着手しました。同商品は、紙の均一性とポリエステル素材特有の耐熱性、高強度をもつ、

独自製造技術による不織布です。今後、工業資材、生活資材、医療分野などでの用途開

発を進めていきます。 
    
＜エレクトロニクス＞セグメント・・・エレクトロニクス事業＜エレクトロニクス＞セグメント・・・エレクトロニクス事業＜エレクトロニクス＞セグメント・・・エレクトロニクス事業＜エレクトロニクス＞セグメント・・・エレクトロニクス事業    
売上高は５６４億円で、前中間期比７６億円（１５．７％）の増収となり、営業利益

は１２４億円で、前中間期比４０億円（４７．９％）の増益となりました。 

 電子部品系事業は、旺盛な需要を背景に、携帯電話やパソコンなどのＩＴ機器やデジ

タル家電用途向けが好調に推移し、ＬＳＩや携帯電話向けホールＩＣが販売量を伸ばし

たことなどから、増益となりました。 

電子材料系事業は、中国の生産設備の大幅な能力増強を行った感光性ドライフィルム

レジスト「サンフォート™」が、国内・海外ともに販売量を伸ばしたことや、プリント

配線基板用ガラスクロスの超極薄品の販売が好調に推移したことなどから、増益となり

ました。 

なお、本年７月に、中国の「サンフォート™」の生産設備の大幅増強工事が完工しま

した。これにより、生産能力は年産８，０００万㎡から年産１億８，０００万㎡へと大

幅に拡大し、中国最大の供給能力を有するメーカーとなりました。 

また、台湾において、液晶パネルの製造工程で使われるフォトマスク防塵フィルムペ

リクルの販売会社を設立し、本年９月より営業を開始しました。近年台湾では、液晶パ

ネルの生産が急増しており、それに伴いペリクルの需要も拡大しています。今回の販売

会社設立により、同製品の一層の事業拡大を図ります。 

 

＜建材＞セグメント・・・建材事業＜建材＞セグメント・・・建材事業＜建材＞セグメント・・・建材事業＜建材＞セグメント・・・建材事業 
売上高は３０６億円で、前中間期比２２億円（７．７％）の増収となり、営業利益は

２５億円で、前中間期比７億円（３７．９％）の増益となりました。 
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建築資材・住宅資材事業は、軽量気泡コンクリート（ＡＬＣ）「ヘーベル™」の需要
が堅調に推移したことや、「ヘーベル™パワーボード」が新規ユーザーの開拓を進め販売
量を伸ばしたことなどから、増益となりました。 

 基礎杭（パイルなど）を扱う基礎事業は、中小規模建築向けパイル工法の「ＥＡＺＥＴ™」
や「ＡＴＴコラム™」の新規用途開拓が進んだことから増益となり、また、断熱材事業
は、高機能断熱材「ネオマ™フォーム」が新規ユーザーの開拓により販売量を伸ばし、
増益となりました。 

なお、本年５月より、低排土・高支持力のパイル工法「ＤＹＮＡＷＩＮＧ™」の本格
展開を開始し、順調に販売量を伸ばしています。また、９月には、溶接量を低減し施工

品質の向上及び安定化を実現した鉄骨梁貫通孔補強鋼材「フリードーナツ™」の全国販
売を開始しました。 

 
＜ライフ＆リビング＞セグメント・・・生活製品関連事業＜ライフ＆リビング＞セグメント・・・生活製品関連事業＜ライフ＆リビング＞セグメント・・・生活製品関連事業＜ライフ＆リビング＞セグメント・・・生活製品関連事業 
売上高は２６７億円と、前中間期並の業績を確保しましたが、営業利益は２２億円で、

前中間期比３億円（１２．４％）の減益となりました。 

 ホームプロダクツ事業は、「サランラップ™」の販売量増加や「サラン™繊維」の輸出

販売量の増加があったものの、原油価格高騰の影響や広告宣伝費の増加などにより、減益

となりました。 

緩衝材や包装材を取り扱うパッケージング事業は、製品価格の改定や固定費削減に努

めましたが、原料価格高騰の影響を大きく受けたことから、若干の減益となりました。 

なお、本年７月に、東北地方と四国地方の夏祭りの写真をパッケージに取り込んだ、

地域限定の「サランラップ™」を発売しました。また、９月には、「クックパー™」の
新商品として、煮物などのアクや余分な油を吸着させる調理用シート「クックパー™
煮もの・煮こみ すっきりシート」を発売しました。 

    
＜サービス・エンジニアリング等＞セグメント＜サービス・エンジニアリング等＞セグメント＜サービス・エンジニアリング等＞セグメント＜サービス・エンジニアリング等＞セグメント    
売上高は１６９億円で、前中間期比３５億円（２６．０％）の増収となり、営業利益は

２３億円で、前中間期比１０億円（８０．７％）の増益となりました。 
エンジニアリング事業が、国内・海外の堅調な設備投資を背景にプラント事業が好調に

推移したことや、人材派遣・紹介事業が好調に推移したことなどから、増益となりました。 
    

③③③③    経営成績の分析経営成績の分析経営成績の分析経営成績の分析    

＜売上高と営業利益＞＜売上高と営業利益＞＜売上高と営業利益＞＜売上高と営業利益＞    

当中間期の売上高は、７，６８９億円で前中間期比５０４億円（７．０％）の増収となりま

した。海外売上高は、２，０９８億円とケミカル事業を中心に前中間期比３３４億円（１９．０％）

増加し、連結売上高に占める海外売上高の割合は、２７．３％と前中間期の２４．５％から

２．８ポイント増加しました。国内売上高は、ケミカル事業やエレクトロニクス事業が伸

長したことなどにより前中間期比１７０億円（３．１％）増加し、５，５９１億円とな

りました。 
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当中間期の営業利益は、５０７億円で前中間期比３２億円（６．８％）の増益となり

ました。ナフサなどの原燃料価格高騰によるコスト増加要因があったことなどから、当

中間期の売上原価率は７６．０％と前中間期比０．７ポイントの悪化となりました。一

方、売上高販管費率は、販管費が３８億円増加したものの、売上の伸び率が上回ったこ

とから、１７．４％と前中間期比０．７ポイント改善となりました。また売上高営業利

益率は、６．６％と前中間期並となりました。 
 
＜営業外損益と経常利益＞＜営業外損益と経常利益＞＜営業外損益と経常利益＞＜営業外損益と経常利益＞    

当中間期の営業外損益は１９億円の損失で、前中間期２億円の損失から１７億円悪化しま

した。これは主に為替差損益の悪化によるものです。この結果、経常利益は４８８億円

と、前中間期比１５億円（３．２％）の増益となりました。 
 
＜特別損益＞＜特別損益＞＜特別損益＞＜特別損益＞    

当中間期は、投資有価証券売却益８億円などで特別利益を１２億円計上した一方、固定

資産処分損３８億円などで特別損失を４０億円計上したことから、特別損益は２８億円の

損失となりましたが、遊休土地の減損損失３８億円を計上した前中間期に比べて特別損益

は３８億円改善しました。 
 
＜中間純利益＞＜中間純利益＞＜中間純利益＞＜中間純利益＞    

経常利益の４８８億円に特別損益の損２８億円を減じた結果、税金等調整前中間純利益

は４５９億円となりました。ここから税金費用１６７億円（法人税、住民税及び事業税

１４８億円と法人税等調整額の損１９億円の合計額）及び少数株主利益２億円を控除した

中間純利益は、２９０億円で前中間期比３５億円（１３．９％）の増益となりました。 
この結果、１株当たり中間純利益は２０．６９円となり、前中間期の１８．１５円か

ら２．５４円増加しました。 
 
④④④④    通期の見通し通期の見通し通期の見通し通期の見通し    

日本経済は、設備投資と個人消費の安定成長が見込まれ、経済環境は概ね良好に推移す

ることが予想されるものの、米国・中国経済の成長減速、原燃料価格の高止まりリスクな

ど、経営を取り巻く環境は楽観を許さない状況が続くと見込まれます。 

 

このような状況のもと、セグメント毎の概況は以下のとおりです。 

  ケミカルズ・セグメントケミカルズ・セグメントケミカルズ・セグメントケミカルズ・セグメントでは、モノマー系事業、ポリマー系事業などの汎用事業にお

いては、引き続き原燃料高騰の影響を受けますが、製品価格の改定及び設備の稼働率向上

に注力し収益性向上に努めます。また、高付加価値系事業については、膜関連事業の拡販

により堅調に推移する見通しです。しかし、セグメント全体としては、ライセンス収入が

減少することにより、前年並の業績に留まる見通しです。ホームズ・セグメントホームズ・セグメントホームズ・セグメントホームズ・セグメントでは、

分譲事業の大型マンション案件の引渡し減少に加え、建築請負事業においても、引渡戸数

の減少の見通しとなりますが、建替え事業への注力による収益性向上及び好調な住宅周辺
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事業に支えられ、業績が向上する見通しです。ファーマ・セグメントファーマ・セグメントファーマ・セグメントファーマ・セグメントでは、薬価改定の

影響を受けるものの、「ボルタレン™」プロモーションの積極展開及び「フリバス™」・
「トレドミン™」の拡販を図り、医療機器事業やウィルス除去フィルター「プラノバ™」
事業においても、着実に業績を伸ばし、増収増益となる見通しです。せんい・セグメントせんい・セグメントせんい・セグメントせんい・セグメント

では、引き続き原燃料高騰の影響を受けるものの、主力製品である「ロイカ™」の価格改
定と拡販、及び「ベンベルグ™」の好調持続とともに、ランクセス・グループから買収し
た欧米事業が寄与し、増収の見通しです。エレクトロニクス・セグメントエレクトロニクス・セグメントエレクトロニクス・セグメントエレクトロニクス・セグメントでは、ＬＳＩ

などの電子部品の事業環境の回復と、能力増強した電子材料の安定稼動が寄与し、業績は

向上する見通しです。建材・セグメント建材・セグメント建材・セグメント建材・セグメントは、基礎事業・断熱材事業が堅調に推移し、業

績は若干の増益となる見通しです。ラララライフ＆リビング・セグメントイフ＆リビング・セグメントイフ＆リビング・セグメントイフ＆リビング・セグメントでは、ホームプロダ

クツ事業においては、「サランラップ™」のブランド力向上施策として、広告宣伝活動を
積極的に展開致します。パッケージング事業においては、製品価格の改定に努めますが、

両事業ともに原燃料高騰の影響を受け、業績は微減益となる見通しです。サービス・サービス・サービス・サービス・

エンジニアリング等エンジニアリング等エンジニアリング等エンジニアリング等においては、エンジニアリング事業、及び人材派遣・紹介事業が好

調に推移し、増益の見通しです。  
以上により、通期の当社グループの連結業績は、売上高は、ケミカルズ・セグメント、

せんい・セグメント、及びエレクトロニクス・セグメントを中心として増収となり、営業

利益・当期純利益ともに増益を達成する見通しです。 
   

平成１９年３月期の連結業績予想   （  ）内は平成１８年３月期実績 

売上高    １兆６,１２０億円     （１兆４,９８６億円） 

営業利益     １,１５０億円       （ １,０８７億円） 

経常利益     １,１２０億円       （ １,０４２億円） 

当期純利益      ６４０億円       （  ５９７億円） 

 

なお、当期末の配当金につきましては、予想利益の達成状況を勘案し、１円増配の

６円とし、中間配当の５円とあわせて、１株当たりの年間配当額を１１円とさせていた

だく予定です。 

  また、通期の業績見通しは、為替レート１１５円／米ドル、国産ナフサ価格は、 

５０，８００円／ＫＬを前提としています。 

 

 

（２）財政状態（２）財政状態（２）財政状態（２）財政状態    

①①①①    資産、負債及び資産、負債及び資産、負債及び資産、負債及び純資産の状況純資産の状況純資産の状況純資産の状況 

当中間期末の総資産総資産総資産総資産は、対前期比８３８億円（６．１％）増加し、１兆４，５９８億円

となりました。 

流動資産流動資産流動資産流動資産は、ケミカル事業で原燃料高騰の影響や売上高の増加があったことや中間期

末日が金融機関の休日であったことなどにより、受取手形及び売掛金が４０４億円増加し、

住宅事業の工事在庫が増加したことなどにより棚卸資産が２６３億円増加したことなど
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から、前期比７１７億円（１１．１％）増加し、７，１５９億円となりました。 
固定資産固定資産固定資産固定資産は、有形固定資産の取得額が減価償却費や除却額を上回ったことなどから１７７

億円増加しましたが、無形固定資産は３０億円減少し、また保有株式の時価が下がったこと

などにより投資有価証券も５７億円減少しました。これらの結果、固定資産は、前期比

１２１億円（１．７％）増加し、７，４３９億円となりました。なお、当中間期は、旭化成

電子材料（蘇州）有限公司の生産ライン増設工事や旭化成マイクロシステム（株）の微細プ

ロセスなどの設備投資を実施しました。 
流動負債流動負債流動負債流動負債は、中間期末日が金融機関の休日であったことなどにより支払手形及び買

掛金が４９７億円増加し、また住宅事業の工事在庫が増加したことなどから前受金が

１８６億円増加しました。これらの結果、流動負債は、前期比７７３億円（１７．６％）

増加し、５，１７０億円となりました。 
固定負債固定負債固定負債固定負債は、社債が１２０億円減少したことなどにより、前期比１２５億円（３．７％）

減少し、３，２２７億円となりました。 
有利子負債有利子負債有利子負債有利子負債は、借入による資金調達を実施したことなどから、前期比６４億円増加し、

２，４２２億円となりました。 
純資産純資産純資産純資産は、中間純利益を２９０億円計上した一方、前年度の利益処分による配当の支払

７０億円、その他有価証券評価差額金の減少２９億円などがあり、前期末の６，０１１億円

（前期末の資本の部合計に少数株主持分を加算した金額）から１９０億円（３．２％）増

加し、６，２０１億円になりました。その結果、１株当たり純資産は前期比１３．７２円増加

し、４３８．０６円となりましたが、総資産の増加率が大きかったことから自己資本比率

は前期末の４３．２％から４２．０％に下がりました。Ｄ／Ｅレシオは、前期末と変わ

らず、０．４０となりました。 
 
②②②②    キャッシュ・フローの状況キャッシュ・フローの状況キャッシュ・フローの状況キャッシュ・フローの状況    

当中間期のフリー・キャッシュ・フローは、営業利益や減価償却費を源泉とした収入が、

固定資産の取得や投資有価証券の取得などによる支出を上回り、６７億円の収入となりまし

た。財務活動によるキャッシュ・フローでは、配当金の支払いなどにより、２１億円の支出

となりました。非連結子会社の連結化に伴う増加額２２億円などもあり、現金及び現金同等

物は、前期末に比べて７０億円増加し、当中間期末の残高は９３４億円となりました。 
    

＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞＜営業活動によるキャッシュ・フロー＞    

当中間期は、ケミカル事業での原燃料高騰の影響や中間期末日が金融機関の休日であ

ったことなどによる売上債権増加に伴う支出３７３億円、住宅事業などでの棚卸資産増

加による支出２４３億円、法人税等の支払２３３億円などの支出がありましたが、税金

等調整前純利益４５９億円、中間期末日が金融機関の休日であったことなどにより仕入

債務が増加したことによる収入４８５億円、減価償却費による収入３４０億円などの収

入が上回ったことから、営業活動によるキャッシュ・フローは４７７億円の収入（前中

間期比１４５億円の収入増）となりました。 
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＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞＜投資活動によるキャッシュ・フロー＞ 
当中間期も、前期に引き続き競争優位事業の拡大や事業競争力の強化のための有形固定

資産の取得３７３億円、無形固定資産の取得１９億円を実施した一方で、投資有価証券の

売却による収入１４億円があったことなどから、投資活動によるキャッシュ・フローは、

４０９億円の支出（前中間期比１３４億円の支出増）となりました。 
    

＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞＜財務活動によるキャッシュ・フロー＞    

当中間期は、社債、借入金などの有利子負債収支が５０億円の収入となった一方で、

親会社による配当の支払７０億円などがあったため、財務活動によるキャッシュ・フ

ローは２１億円の支出（前中間期比１１６億円の支出減）となりました。 
 
③③③③    通期の見通し通期の見通し通期の見通し通期の見通し    

引き続き業績の拡大を図るとともに、在庫圧縮等による運転資金効率化努力を継続

的に実施し、営業活動からのキャッシュ・フローを充分確保しながら、通常投資につ

いては内部資金で賄う予定です。また、本年度は、中期経営計画「「「「Growth Action – 
2010」」」」の初年度であり、拡大・成長に向けた戦略投資に備え、機動的に安定的で低コ
ストの資金調達手段を確保し対応する予定です。 

 

④④④④    キャッシュ・フロー指標のトレンドキャッシュ・フロー指標のトレンドキャッシュ・フロー指標のトレンドキャッシュ・フロー指標のトレンド    

 平成15年3月期 平成16年3月期 平成17年3月期 平成18年3月期 平成18年9月期 

自己資本比率(%) ３３.６  ３６.１ ４０.３  ４３.２  ４２.０

時価ベースの自己 

資本比率(%) 
３５.７   ６８.５   ５８.２   ８５.４   ７２.５

債務償還年数（年） ３.８   ２.３   ２.５   ２.２   －

インタレスト・ 

カバレッジ・レシオ 
１５.２   ２６.５   ２５.２   ２９.７   ２４.２

（注）自己資本比率：（純資産－少数株主持分）／総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額／総資産 

債務償還年数：有利子負債／営業キャッシュ・フロー（中間期は記載しておりません。） 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー／利払い 

※ 各指標は、いずれも連結ベースの財務数値により算出しております。 

※ 株式時価総額は、中間期末（期末）株価終値×中間期末（期末）発行済株式数（自己株式控除

後）により算出しています。 

※ 営業キャッシュ・フローは（中間）連結キャッシュ・フロー計算書の営業活動によるキャッシュ・

フローを使用しています。また、利払いについては、（中間）連結キャッシュ・フロー計算書の

利息の支払額を使用しています。 
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（３）事業等のリスク（３）事業等のリスク（３）事業等のリスク（３）事業等のリスク    

当社グループの事業その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及

ぼす可能性があると考えられる主な事項を下記のとおり記載します。なお、当社グルー

プは、これらのリスク発生の可能性を認識した上で、発生の回避及び発生した場合の対

応に最大限の努力をする所存です。 
下記事項には、将来に関するものが含まれますが、当該事項は本中間決算発表日現在

において判断したものであり、事業等のリスクはこれらに限られるものではありません。 
    

ⅰ．原油・ナフサの市況変動ⅰ．原油・ナフサの市況変動ⅰ．原油・ナフサの市況変動ⅰ．原油・ナフサの市況変動 
当社グループにおいて、石油化学事業を中心に、原油・ナフサなどの価格の変動を

タイムリーに製品価格に反映できず、そのスプレッドを十分確保することができなか

った場合、原油・ナフサなどの市況変動が当社グループの業績及び財務状況に影響を

与える可能性があります。    

ⅱ．為替レートの変動ⅱ．為替レートの変動ⅱ．為替レートの変動ⅱ．為替レートの変動    

当社グループの海外事業の現地通貨建ての項目は、換算時の為替レートにより円換

算後の価値が影響を受ける可能性があります。また、当社グループは、通貨変動に対

するヘッジなどを通じて、短期的な為替の変動による影響を最小限に止める措置を講

じていますが、短期及び中長期の予測を超えた為替変動が当社グループの業績及び財

務状況に影響を与える可能性があります。 
ⅲ．海外での事業活動ⅲ．海外での事業活動ⅲ．海外での事業活動ⅲ．海外での事業活動    

 海外での事業活動には、通常、予期しない法律や規制の変更、産業基盤の脆弱性、人

材の採用・確保の困難など、経済的に不利な要因の存在または発生、テロ・戦争・その

他の要因による社会的または政治的混乱などのリスクが存在します。こうしたリスクが

顕在化することによって、当社グループの海外での事業活動に支障が生じ、当社グルー

プの業績及び将来計画に影響を与える可能性があります。 
ⅳⅳⅳⅳ....住宅関連税制及び金利の動向住宅関連税制及び金利の動向住宅関連税制及び金利の動向住宅関連税制及び金利の動向    

 当社グループの住宅事業は、国内の住宅取得に関連する税制及び金利動向の影響を受

けます。住宅関連税制や消費税及び金利の動向が住宅事業に影響を及ぼし、当社グルー

プの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 
ⅴ．エレクトロニクス関連事業の収益力ⅴ．エレクトロニクス関連事業の収益力ⅴ．エレクトロニクス関連事業の収益力ⅴ．エレクトロニクス関連事業の収益力    

 当社グループのエレクトロニクス関連事業は、業界特性として市況の変化が激しいた

め、比較的短期間に収益力が大きく低下し、当社グループの業績及び財務状況に影響を

与える可能性があります。当社グループの商品は、世代交替の早い先端のエレクトロニ

クス製品の部品または材料として、タイムリーに開発・提供していく必要があり、開発

遅延や、想定外の需要変動があった場合に、当社グループの業績及び財務状況に悪影響

を与える可能性があります。 
ⅵ．医療用医薬品・医療機器事業の環境ⅵ．医療用医薬品・医療機器事業の環境ⅵ．医療用医薬品・医療機器事業の環境ⅵ．医療用医薬品・医療機器事業の環境    

当社グループの医療用医薬品事業及び医療機器事業において、政府の医療費抑制策や

その他の制度改定などによって大きな影響を受ける可能性や、予想できない副作用や不
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具合によって大きな問題が発生する可能性があります。医療用医薬品の場合、日本国内

における再審査によって承認が取り消される可能性や後発品の参入により競争が激化

する可能性があります。開発中の新薬や新医療機器の場合は、医薬品や医療機器として

の認可を受けられない可能性、または想定ほど市場に受け入れられない可能性や想定し

ていた薬価が得られない可能性もあります。これらのリスクが顕在化した場合には、当

社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 
ⅶⅶⅶⅶ. . . . 産業事故・自然災害産業事故・自然災害産業事故・自然災害産業事故・自然災害    

当社グループの工場などにおいて、万一大きな産業事故災害や自然災害が発生した場

合には、それに伴って生ずる社会的信用の失墜や、補償などを含む産業事故災害への対

策費用、また、生産活動の停止による機会損失及び顧客に対する補償などによって、当

社グループの業績及び財務状況に悪影響を与える可能性があります。 
ⅷⅷⅷⅷ. . . . 知的財産・製造物責任（ＰＬ）・法規制など知的財産・製造物責任（ＰＬ）・法規制など知的財産・製造物責任（ＰＬ）・法規制など知的財産・製造物責任（ＰＬ）・法規制など    

当社グループの事業運営上において、知的財産に係わる紛争が将来生じ、当社グルー

プに不利な判断がなされたり、製品の欠陥に起因して大規模な製品回収や損害賠償につ

ながるリスクが現実化し、これを保険により填補できない事態が生じたり、当社グルー

プが事業展開している各国の法規制により事業活動が制限されたりする可能性があり

ます。これらのリスクが顕在化する場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影

響を与える可能性があります。 
ⅸ．貸倒れリスクⅸ．貸倒れリスクⅸ．貸倒れリスクⅸ．貸倒れリスク    

 当社グループ取引先の信用不安により予期せぬ貸倒れリスクが顕在化し、追加的な損

失や引当の計上が必要となる場合には、当社グループの業績及び財務状況に悪影響を与

える可能性があります。 
 

以 上 

 

＊本資料には、発表日現在の将来に関する前提や見通し、計画に基づく予想が含まれ

ています。上記の見通しや予想と実際の業績の間には、今後の様々な要因によって

大きく差異が発生する可能性があります。 
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４．中間連結財務諸表等４．中間連結財務諸表等４．中間連結財務諸表等４．中間連結財務諸表等

前同 前 　　 期
百分比 百分比 期比 金　　額 百分比

百万円 % 百万円 % 百万円 % 百万円 %

ⅠⅠⅠⅠ 売売売売 上上上上 高高高高 768,878 100.0 718,458 100.0  50,420 7.0 1,498,620 100.0

ⅡⅡⅡⅡ 売売売売 上上上上 原原原原 価価価価 584,502 76.0 541,146 75.3  43,356 8.0 1,127,530 75.2

184,375 24.0 177,311 24.7 7,064 4.0 371,090 24.8

ⅢⅢⅢⅢ 販販販販 売売売売 費費費費 及及及及 びびびび 一一一一 般般般般 管管管管 理理理理 費費費費 133,685 17.4 129,853 18.1  3,832 3.0 262,364 17.5

50,690 6.6 47,459 6.6 3,231 6.8 108,726 7.3

ⅣⅣⅣⅣ 営営営営 業業業業 外外外外 収収収収 益益益益 ( 3,970 ) 0.5 ( 4,790 ) 0.7 ( △ 820 ) ( 7,416 ) 0.5

受 取 利 息 216 210  6 438
受 取 配 当 金 1,644 1,462 182 2,215
持 分 法 に よ る 投 資 利 益 517 658 △ 141 536
そ の 他 1,594 2,459 △ 865 4,227

ⅤⅤⅤⅤ 営営営営 業業業業 外外外外 費費費費 用用用用 ( 5,895 ) 0.8 ( 5,004 ) 0.7 (  891 ) ( 11,976 ) 0.8

支 払 利 息 1,880 1,736  144 3,570
そ の 他 4,015 3,268  747 8,406

48,765 6.3 47,244 6.6 1,521 3.2 104,166 7.0

ⅥⅥⅥⅥ 特特特特 別別別別 利利利利 益益益益 ( 1,160 ) 0.2 ( 325 ) 0.0 ( 835 ) ( 5,880 ) 0.4

投 資 有 価 証 券 売 却 益 826 － 826 －
固 定 資 産 売 却 益 334 264 70 5,670
貸 倒 引 当 金 戻 入 益 － 61 △ 61 210

ⅦⅦⅦⅦ 特特特特 別別別別 損損損損 失失失失 ( 3,994 ) 0.5 ( 6,948 ) 1.0 ( △ 2,954 ) ( 15,565 ) 1.1

投 資 有 価 証 券 売 却 損 － 521 △ 521 854
投 資 有 価 証 券 評 価 損 185 235 △ 50 703
固 定 資 産 処 分 損 3,809 1,163  2,646 7,039
減 損 損 失 － 3,799 △ 3,799 3,799
構 造 改 善 費 用 － 1,229 △ 1,229 3,171

45,931 6.0 40,622 5.6  5,309 13.1 94,481 6.3

14,830 1.9 16,369 2.3 △ 1,539 38,963 2.6

1,896 0.3 △ 1,309 -0.2  3,205 △ 4,417 -0.3

損 248 -0.0 損 148 -0.0 損 100 損 267 -0.0

28,958 3.8 25,413 3.5  3,545 13.9 59,668 4.0中中中中 間間間間 (((( 当当当当 期期期期 )))) 純純純純 利利利利 益益益益

経経経経 常常常常 利利利利 益益益益

税税税税金金金金等等等等調調調調整整整整前前前前中中中中間間間間((((当当当当期期期期))))純純純純利利利利益益益益

法人税、住民税及び事業税

法 人 税 等 調 整 額

少 数 株 主 損 益

売売売売 上上上上 総総総総 利利利利 益益益益

営営営営 業業業業 利利利利 益益益益

当中間期
金　　額

中　間　連  結  損  益  計  算  書 中　間　連  結  損  益  計  算  書 中　間　連  結  損  益  計  算  書 中　間　連  結  損  益  計  算  書 
(平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日)

前中間期
金　　額

増 減 金 額

－ 連15 －
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中　間　連  結  貸  借  対  照  表中　間　連  結  貸  借  対  照  表中　間　連  結  貸  借  対  照  表中　間　連  結  貸  借  対  照  表
(平成 １８年 ９月 ３０日 現在 )

科       目 当中間期 前   　 期 増減金額 前中間期

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

  （ 資 産 の 部 ） 百万円 % 百万円 % 百万円 百万円 %

 流  動  資  産 流  動  資  産 流  動  資  産 流  動  資  産 715,880 49.0 644,192 46.8 71,688 611,481 46.9

現 金 及 び 預 金 93,182 86,422 6,760 60,659

受取手形及び売掛金 309,919 269,509 40,410 259,174

有 価 証 券 374 446 △ 72 200

棚 卸 資 産 240,325 214,062 26,263 213,875

繰 延 税 金 資 産 27,082 29,385 △ 2,303 24,063

そ の 他 46,721 45,828 893 54,863

貸 倒 引 当 金 △ 1,721 △ 1,460 △ 261 △ 1,352

 固  定  資  産 固  定  資  産 固  定  資  産 固  定  資  産 743,938 51.0 731,852 53.2 12,086 693,027 53.1

有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産有 形 固 定 資 産 432,089 414,368 17,721 417,909

建 物 及 び 構 築 物 160,287 155,630 4,657 156,502

機械装置及び運搬具 179,280 170,364 8,916 175,321

土 地 55,197 55,240 △ 43 55,716

建 設 仮 勘 定 21,410 18,108 3,302 15,173

そ の 他 15,915 15,026 889 15,197

無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産無 形 固 定 資 産 30,108 33,094 △ 2,986 33,962

連 結 調 整 勘 定 － 5,700 △ 5,700 5,850

の れ ん 6,282 － 6,282 －

そ の 他 23,827 27,394 △ 3,567 28,111

投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産投資その他の資産 281,740 284,390 △ 2,650 241,156

投 資 有 価 証 券 242,920 248,617 △ 5,697 208,078

長 期 貸 付 金 4,004 3,043 961 3,317

繰 延 税 金 資 産 9,810 8,915 895 10,062

そ の 他 25,080 24,680 400 21,709

貸 倒 引 当 金 △ 75 △ 864 789 △ 2,010

資   産   合   計資   産   合   計資   産   合   計資   産   合   計 1,459,818 100.0 1,376,044 100.0 83,774 1,304,508 100.0

－ 連16 －
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中　間　連  結  貸  借  対  照  表中　間　連  結  貸  借  対  照  表中　間　連  結  貸  借  対  照  表中　間　連  結  貸  借  対  照  表
(平成 １８年 ９月 ３０日 現在 )

科       目 当中間期 前   　 期 増 減 金 額 前中間期

金　　　額 構成比 金　　　額 構成比 金　　　額 構成比

百万円 % 百万円 % 百万円 百万円 %

（ 負 債 の 部 ） ( 839,700 ) 57.5 ( 774,916 ) 56.3 ( 64,784 ) ( 755,670 ) 57.9

 流  動  負  債 流  動  負  債 流  動  負  債 流  動  負  債 517,047 35.4 439,724 31.9 77,323 409,472 31.4

支 払 手 形 及 び 買 掛 金 182,719 132,980 49,739 140,755
短 期 借 入 金 64,857 56,222 8,635 40,154
一 年 以 内 償 還 予 定 社 債 32,000 23,000 9,000 22,000
未 払 法 人 税 等 9,661 19,511 △ 9,850 11,947
未 払 費 用 104,684 110,231 △ 5,547 90,709
前 受 金 67,512 48,878 18,634 58,447
そ の 他 55,615 48,902 6,713 45,460

 固  定  負  債 固  定  負  債 固  定  負  債 固  定  負  債 322,653 22.1 335,193 24.4 △ 12,540 346,198 26.5

社 債 72,000 84,000 △ 12,000 104,000
長 期 借 入 金 73,153 72,300 853 77,320
繰 延 税 金 負 債 26,327 27,781 △ 1,454 12,027
退 職 給 付 引 当 金 129,580 131,617 △ 2,037 133,680
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 801 816 △ 15 753
預 り 保 証 金 18,551 18,306 245 18,034
そ の 他 2,241 373 1,868 383

（ 少数株主持分 ） ( － ) － ( 6,917 ) 0.5 ( － ) ( 6,773 ) 0.5

 少 数 株 主 持 分 少 数 株 主 持 分 少 数 株 主 持 分 少 数 株 主 持 分 － － 6,917 0.5 － 6,773 0.5

（ 資 本 の 部 ） ( － ) － ( 594,211 ) 43.2 ( － ) ( 542,064 ) 41.6

 資 本 金 資 本 金 資 本 金 資 本 金 － － 103,389 7.5 － 103,389 7.9

 資 本 剰 余 金 資 本 剰 余 金 資 本 剰 余 金 資 本 剰 余 金 － － 79,433 5.8 － 79,427 6.1

 利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金 利 益 剰 余 金 － － 342,450 24.9 － 315,200 24.2

 再 評 価 積 立 金 再 評 価 積 立 金 再 評 価 積 立 金 再 評 価 積 立 金 － － 966 0.1 － 966 0.1

 その他有価証券評価差額金 その他有価証券評価差額金 その他有価証券評価差額金 その他有価証券評価差額金 － － 85,384 6.2 － 63,444 4.9

 為替換算調整勘定 為替換算調整勘定 為替換算調整勘定 為替換算調整勘定 － － △ 99 -0.0 － △ 3,262 -0.3

 自  己  株  式 自  己  株  式 自  己  株  式 自  己  株  式 － － △ 17,311 -1.3 － △ 17,099 -1.3

負 債、少数株主持分負 債、少数株主持分負 債、少数株主持分負 債、少数株主持分
及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計及 び 資 本 合 計 － － 1,376,044 100.0 － 1,304,508 100.0

（ 純 資 産 の 部 ） ( 620,118 ) 42.5 ( － ) － ( － ) ( － ) －

 株 主 資 本 株 主 資 本 株 主 資 本 株 主 資 本 529,429 36.3 － － － － －

資 本 金 103,389 7.1 － － － － －

資 本 剰 余 金 79,444 5.4 － － － － －

利 益 剰 余 金 364,230 25.0 － － － － －

自 己 株 式 △ 17,633 -1.2 － － － － －

 評価・換算差額等 評価・換算差額等 評価・換算差額等 評価・換算差額等 83,588 5.7 － － － － －

その他有価証券評価差額金 82,466 5.6 － － － － －

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 79 0.0 － － － － －

再 評 価 積 立 金 966 0.1 － － － － －

為 替 換 算 調 整 勘 定 77 0.0 － － － － －

 少数株主持分 少数株主持分 少数株主持分 少数株主持分 7,101 0.5 － － － － －

少 数 株 主 持 分 7,101 0.5 － － － － －

負債純資産合計負債純資産合計負債純資産合計負債純資産合計 1,459,818 100.0 － － － － －

－ 連17 －
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中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書中　間　連　結　剰　余　金　計　算　書

前中間期 前期

百万円 百万円

（資本剰余金の部）

１．資本剰余金期首残高 79,423 79,423

２．資本剰余金増加高

(1) 自 己 株 式 処 分 差 益 5 10

３．資本剰余金中間期末（期末）残高 79,427 79,433

（利益剰余金の部）

１．利益剰余金期首残高 295,594 295,594

２．利益剰余金増加高

(1) 中 間 （ 当 期 ） 純 利 益 25,413 59,668

３．利益剰余金減少高

(1) 配 当 金 5,602 12,602
(2) 役 員 賞 与 199 199
(3) 持 分 法 適 用 会 社 の 6 11

増 加 に 伴 う 減 少 高

４．利益剰余金中間期末（期末）残高 315,200 342,450

（平成17年4月1日～
 　平成17年9月30日）

（平成17年4月1日～
 　平成18年3月31日）

－ 連18 －
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利益処分による剰余金の配当

利益処分による役員賞与

中間純利益

連結子会社の増加に伴う増加高

連結子会社の増加に伴う減少高

持分法適用会社の増加に伴う増加高

自己株式の取得

自己株式の処分

株主資本以外の項目の中間期間中の
変動額（純額）

85,384 △ 99 601,128

利益処分による剰余金の配当 △ 6,999

利益処分による役員賞与 △ 218

中間純利益 28,958

連結子会社の増加に伴う増加高 22

連結子会社の増加に伴う減少高 △ 1

持分法適用会社の増加に伴う増加高 20

自己株式の取得 △ 336

自己株式の処分 24

株主資本以外の項目の中間期間中の
変動額（純額） △ 2,918 176 △ 2,480

△ 2,918 176 18,989

82,466 77 620,118

20

6,917

183△ 2,664

183△ 2,664

少数株主
持分

株主資本合計

22

△ 1

△ 336

平成18年9月30日残高 79 966 83,588 7,101

中間期間中の変動額合計

中間期間中の変動額合計

79 －

79 －

平成18年3月31日残高

中間期間中の変動額

（平成１８年４月１日～平成１８年９月３０日）

103,389

その他
有価証券
評価差額金

資本金

繰延
ヘッジ
損益

資本剰余金

再評価
積立金

為替換算
調整勘定

利益剰余金

純資産
合計

－

103,389

24

評価・換算
差額等合計

評価・換算差額等

－

平成18年9月30日残高

11

79,444

11

平成18年3月31日残高

中間期間中の変動額

株主資本

79,433 342,450

自己株式

△ 6,999

△ 218

28,958

86,251

364,230

966

△ 17,633 529,429

△ 322 21,47021,781

14

△ 336

△ 1

22

20

[連結]

△ 6,999

△ 218

28,958

（単位：百万円）

507,960

中　間　連　結　株　主　資　本　等　変　動　計　算　書中　間　連　結　株　主　資　本　等　変　動　計　算　書中　間　連　結　株　主　資　本　等　変　動　計　算　書中　間　連　結　株　主　資　本　等　変　動　計　算　書

△ 17,311

－連19－
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（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

当中間期 前中間期 増減金額 前　期
金　額 金　額 金　額

百万円 百万円 百万円 百万円
Ⅰ営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前中間（当期）純利益 ４５,９３１ ４０,６２２ ５,３０９ ９４,４８１ 
減価償却費 ３３,９９１ ３３,４７８ ５１３ ６９,３９９ 
減損損失 － ３,７９９ △３,７９９ ３,７９９ 
連結調整勘定償却額 － １２４ △１２４ ２５９ 
のれん償却額 ３７９ － ３７９ － 
負ののれん償却額 △７１ － △７１ － 
退職給付引当金の減少額 △２,６００ △１,０２５ △１,５７５ △３,１２７ 
受取利息及び受取配当金 △１,８６０ △１,６７２ △１８８ △２,６５３ 
支払利息 １,８８０ １,７３６ １４４ ３,５７０ 
持分法による投資利益 △５１７ △６５８ １４１ △５３６ 
投資有価証券売却益 △８２６ － △８２６ － 
投資有価証券売却損 － ５２１ △５２１ ８５４ 
投資有価証券評価損 １８５ ２３５ △５０ ７０３ 
固定資産売却益 △３３４ △２６４ △７０ △５,６７０ 
固定資産処分損 ３,８０９ １,１６３ ２,６４６ ７,０３９ 
売上債権の増加額 △３７,２８２ △８,７５６ △２８,５２６ △１６,３９３ 
棚卸資産の増加額 △２４,３４５ △１１,７６２ △１２,５８３ △１１,０７５ 
仕入債務の増減額（減少：△） ４８,４５５ ６,６９４ ４１,７６１ △２,０７５ 
未払費用の増減額（減少：△） △６,８９１ △６,１８０ △７１１ １１,５３２ 
前受金の増減額（減少：△） １８,６０１ ８,４９６ １０,１０５ △１,１９１ 
その他 △８,３０３ △２０,２５９ １１,９５６ △１１,６９５ 
小計 ７０,２０４ ４６,２９３ ２３,９１１ １３７,２１９ 
利息及び配当金の受取額 ２,７１２ ２,４５１ ２６１ ４,１１０ 
利息の支払額 △１,９６７ △１,８４４ △１２３ △３,６５６ 
法人税等の支払額 △２３,２８９ △１３,７４７ △９,５４２ △２９,０５３ 
営業活動によるキャッシュ・フロー ４７,６６０ ３３,１５３ １４,５０７ １０８,６２０ － 

Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー
定期預金の増減額（純額） ２５８ ３１ ２２７ △３７３ 
有価証券の増減額（純額） △１４ ２０ △３４ ３０ 
有形固定資産の取得による支出 △３７,２７１ △２８,４３８ △８,８３３ △５９,０７４ 
有形固定資産の売却による収入 ８４４ ２,９６０ △２,１１６ ８,８２４ 
無形固定資産の取得による支出 △１,９１１ △３,０９３ １,１８２ △７,３４１ 
投資有価証券の取得による支出 △３,１７０ △２,０６１ △１,１０９ △６,８４８ 
投資有価証券の売却による収入 １,３９８ ２３５ １,１６３ １,０９９ 
連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却による収入 － ２,５６２ △２,５６２ １,９６２ 
貸付金の増減額（純額） △８３９ ５５５ △１,３９４ ２,３０７ 
その他 △２０９ △２４４ ３５ △９５９ 
投資活動によるキャッシュ・フロー △４０,９１３ △２７,４７３ △１３,４４０ △６０,３７３ － 

Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー
短期借入金の増減額（純額） ２,４６５ ６,４２１ △３,９５６ １７,０９６ 
長期借入れによる収入 ７,７１８ ５１０ ７,２０８ ２,９０３ 
長期借入金の返済による支出 △２,１７３ △２,５２７ ３５４ △６,５８４ 
社債の償還による支出 △３,０００ △１２,０００ ９,０００ △３１,０００ 
自己株式の取得による支出 △１９３ △１５１ △４２ △３７８ 
自己株式の処分による収入 ２５ ２２ ３ ３３ 
親会社による配当の支払額 △６,９９５ △５,５９５ △１,４００ △１２,５９１ 
その他 ５０ △３５９ ４０９ △３６０ 
財務活動によるキャッシュ・フロー △２,１０４ △１３,６８０ １１,５７６ △３０,８８１ 

Ⅳ現金及び現金同等物に係る換算差額 ９４ １６１ △６７ ４２６ 
Ⅴ現金及び現金同等物の増減額（減少：△） ４,７３６ △７,８３９ １２,５７５ １７,７９２ 
Ⅵ現金及び現金同等物の期首残高 ８６,３９０ ６８,４５６ １７,９３４ ６８,４５６ 
Ⅶ非連結子会社の連結化に伴う増加額 ２,２３６ １４２ ２,０９４ １４２ 
Ⅷ現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ９３,３６２ ６０,７５９ ３２,６０３ ８６,３９０ 

中間連結キャッシュ・フロー計算書

科　　　目

－　連20　－
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中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
 
１．連結の範囲に関する事項 
 

連結子会社数連結子会社数連結子会社数連結子会社数･････････１０９社 

主要な会社名：旭化成ケミカルズ㈱、旭化成ホームズ㈱、旭化成ファーマ㈱、旭化成せんい㈱、 

旭化成エレクトロニクス㈱、旭化成建材㈱、旭化成ライフ＆リビング㈱等 

（新規）４社 

（旭化成医療機器（杭州）有限公司等が連結財務諸表に与える影響が重要となったた

め） 

 

２．持分法の適用に関する事項 
 

(1)(1)(1)(1)持分法適用の非連結子会社数持分法適用の非連結子会社数持分法適用の非連結子会社数持分法適用の非連結子会社数･･･２９社 

主要な会社名：旭化成メタルズ㈱、旭化成ファインケム㈱等 

（新規）１社 

（旭化成塑料（香港）有限公司が連結財務諸表に与える影響が重要となったため） 

（除外）１社 

（旭化成医療機器（杭州）有限公司を持分法から連結に変更したため） 
 

(2)(2)(2)(2)持分法適用の関連会社数持分法適用の関連会社数持分法適用の関連会社数持分法適用の関連会社数･･･････２４社 

主要な会社名：旭有機材工業㈱等  

（除外）２社  

（スタイロンアジア Ltd.等を売却したため） 
 

３．連結子会社の事業年度等に関する事項 
 

連結子会社のうち、東西石油化学㈱、アサヒカセイプラスチックス（アメリカ）Inc.、ＡＫ

＆Ｎ（ＵＫ）Ltd.、 アサヒカセイプラスチックス シンガポール Pte.Ltd.、杭州旭化成アン

ロン有限公司、杭州旭化成紡織有限公司、旭化成香港有限公司、旭化成電子材料（蘇州）有限

公司等 26 社の中間決算日は、平成 18 年 6 月 30 日、㈱キューアサの中間決算日は、平成 18 年

8 月 31 日である。 

中間連結財務諸表の作成に当たっては、当該中間会計期間にかかる財務諸表を基礎としてい

るが、中間連結決算日までの期間に発生した重要な取引については、中間連結財務諸表作成上、

必要な調整が行われている。 

 

４．会計処理基準に関する事項 
 

(1)(1)(1)(1)重要な資産の評価基準及び評価方法重要な資産の評価基準及び評価方法重要な資産の評価基準及び評価方法重要な資産の評価基準及び評価方法 

①有価証券 

その他有価証券 

時価のあるもの･･･主として中間期末日前１ヶ月間の市場価格の平均に基づく時価法 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は主として 
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 移動平均法により算定） 

時価のないもの･･･主として移動平均法による原価法 
 

②デリバティブ･･･時価法 
 

③棚卸資産 

主として総平均法による低価法 

（ただし、販売用土地及び住宅については個別法による原価法） 
 

(2)(2)(2)(2)重要な減価償却資産の減価償却の方法重要な減価償却資産の減価償却の方法重要な減価償却資産の減価償却の方法重要な減価償却資産の減価償却の方法    

①有形固定資産･･･建物は主として定額法 

 建物以外は主として定率法 

なお、主な耐用年数は以下のとおりである。 

建物及び構築物    ５～60 年 

機械装置及び運搬具  ４～22 年 

 

②無形固定資産･･･ソフトウェア（自社利用）については社内における利用可能期間（５年）

に基づく定額法、その他の無形固定資産は定額法 
 

(3)(3)(3)(3)重要な引当金の計上基準重要な引当金の計上基準重要な引当金の計上基準重要な引当金の計上基準 

①貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるために、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸

念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上している。 
 

②退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会計期間末において発生していると認められる額を計上してい

る。 

数理計算上の差異は、発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）によ

る定額法によりそれぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理し、過去勤務債務は、その発生

時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）による定額法により費用処理してい

る。 

 

③役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、当社と一部の連結子会社は内規に基づく必要額を

計上している。 

 

((((4444))))重要な外貨建の資産又は負債の本邦重要な外貨建の資産又は負債の本邦重要な外貨建の資産又は負債の本邦重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準通貨への換算基準通貨への換算基準通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。なお、在外子会社等の資産及び負債と収益及び費用は中間決算日の直物為

替相場により円貨に換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定及び少数株主持

分に含めている。 
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(5)(5)(5)(5)重要なリース取引の処理方法重要なリース取引の処理方法重要なリース取引の処理方法重要なリース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に準じた会計処理によっている。 
 

((((6666))))重要なヘッジ会計の方法重要なヘッジ会計の方法重要なヘッジ会計の方法重要なヘッジ会計の方法 
①ヘッジ会計の方法 
主として繰延ヘッジ会計を採用している。なお、金利スワップについては、特例処理の要
件を満たしている場合は特例処理を採用している。 

 
②ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段    ヘッジ対象 
為替予約     外貨建金銭債権債務 
通貨スワップ   借入金、支払利息 
金利スワップ   支払利息 

 
③ヘッジ方針 
当社及び一部の連結子会社においては、デリバティブ取引に関する社内規程に基づき、為
替レートの変動リスク及び金利変動リスクを回避することを目的とする。 

 
④ヘッジ有効性評価の方法 
ヘッジ手段及びヘッジ対象に関する重要な条件が同一であり、かつヘッジ開始時及びその
後も継続して相場変動又はキャッシュ・フロー変動を完全に相殺するものと想定することが
できるため、ヘッジ有効性の判定は省略している。 

 
((((7777))))その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項その他中間連結財務諸表作成のための重要な事項 

①消費税等の会計処理 
      消費税等の会計処理は、税抜方式によっている。 
 

    ②連結納税制度の適用 

      連結納税制度を適用している。 

 

５．中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
 

 中間連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時
引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負
わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなる。 
 

中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 
 

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 
    当中間連結会計期間より、「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」（企業会計基

準第５号 平成 17 年 12 月９日）及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の適
用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平成 17 年 12 月９日）を適用している。これまでの資
本の部の合計に相当する金額は、612,938 百万円である。  
なお、当中間連結会計期間における中間連結貸借対照表の純資産の部については、中間連結財
務諸表規則の改正に伴い、改正後の中間連結財務諸表規則により作成している。 
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（役員賞与に関する会計基準） 
当中間連結会計期間より、「役員賞与に関する会計基準」（企業会計基準第４号 平成 17 年

11 月 29 日）を適用している。これにより、営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益は、
それぞれ 101 百万円減少している。 
 
（企業結合に係る会計基準） 
 当中間連結会計期間より、営業権のうちのれんに相当するもの及び連結調整勘定を「のれん」
に含めて表示している。 
 なお、前中間連結会計期間において、営業権は、中間連結貸借対照表の無形固定資産「その他」
に 1,274 百万円含まれている。 
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注記事項

１．中間連結損益計算書に関する事項 （当中間期） （前中間期） （前期）
百万円 百万円 百万円

販売費及び一般管理費のうち主要な費目の金額

①　運賃・保管料 16,833 15,957 32,554

②　給与・賞与等 44,086 43,162 87,117

③　研究開発費 17,086 18,042 35,832

④　資産賃借料 14,515 14,073 28,072

２．中間連結貸借対照表に関する事項 （当中間期） （前期） （前中間期）
百万円 百万円 百万円

(1) 有形固定資産の減価償却累計額 1,218,540 1,184,317 1,171,294

 （償却累計率） (77.4%) (77.6%) (77.1%)

(2) 受取手形割引高 237 296 235

(3) 保証債務 12,245 15,569 16,954

　　※上記金額には、他社との共同保証による実質他社負担額も含んでいる。

保証予約 2,509 2,646 2,687

経営指導念書等 － 734 27

３．中間連結株主資本等変動計算書に関する事項

(1) 発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当中間期
増加株式数
（千株）

当中間期
減少株式数
（千株）

当中間期末
株式数
（千株）

発行済株式 － － 1,442,616

　普通株式 － － 1,442,616

自己株式 444 34 43,210

　普通株式 （注）１､２ 444 34 43,210

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加444千株は、単元未満株式の買取りによる増加251千株、

　　　　　持分法適用会社が取得した自己株式（当社株式）の当社帰属分192千株である。

　　　２．普通株式の自己株式の株式数の減少34千株は、単元未満株式の売渡しによる減少である。

(2) 配当に関する事項

①配当金支払額

　平成18年6月29日開催の定時株主総会において、次のとおり決議している。

　　普通株式の配当に関する事項

　　(イ)　配当金の総額 6,999百万円

　　(ロ)　1株当たり配当額 5.00円

　　(ハ)　基準日 平成18年3月31日

　　(ニ)　効力発生日 平成18年6月29日

前期末
株式数

（千株）

1,442,616

1,442,616

42,800

42,800

－ 連25 －
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②基準日が当中間期に属する配当のうち、配当の効力発生日が当中間期末後になるもの

　平成18年10月31日開催の取締役会において、次のとおり決議している。

　　普通株式の配当に関する事項

　　(イ)　配当金の総額 6,998百万円

　　(ロ)　配当の原資 利益剰余金

　　(ハ)　1株当たり配当額 5.00円

　　(ニ)　基準日 平成18年9月30日

　　(ホ)　効力発生日 平成18年11月30日

４．中間連結キャッシュ・フロー計算書に関する事項

現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高と中間連結貸借対照表（連結貸借対照表）に掲記されてい

る科目の金額との関係

（当中間期） （前中間期） （前期）
百万円 百万円 百万円

現金及び預金勘定 93,182 60,659 86,422

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △190 △46 △454

有価証券勘定に含まれるＭＭＦ等 370 169 423

短期借入金に含まれる資金管理活動

に係る当座借越
現金及び現金同等物 93,362 60,759 86,390

－ △23 －

－ 連26 －
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セグメント情報

１．事業の種類別セグメント情報

 (1) 当中間期（平成18年４月１日～平成18年９月30日） (単位：百万円）

ケミカルズ ホームズ ファーマ せんい ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 建材 ライフ＆
リビング

ｻｰﾋﾞｽ・
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

等
計 消去又は

全社 連結

売上高及び営業損益

売　  上    高

 (1)外部顧客に対する売上高 367,483 169,102 51,121 50,639 56,368 30,571 26,721 16,873 768,878 －      768,878

 (2)セグメント間の内部売上高

    又は振替高 7,968 148 4 899 615 6,097 1,908 15,433 33,072 (33,072) －        

計 375,451 169,249 51,125 51,538 56,984 36,668 28,629 32,306 801,950 (33,072) 768,878

営  業  費  用 354,905 163,869 43,915 50,236 44,625 34,141 26,425 29,964 748,080 (29,892) 718,188

営　業　損　益 20,545 5,380 7,211 1,303 12,358 2,526 2,205 2,342 53,870 (3,180) 50,690

 (2) 前中間期（平成17年４月１日～平成17年９月30日） (単位：百万円）

ケミカルズ ホームズ ファーマ せんい ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 建材 ライフ＆
リビング

ｻｰﾋﾞｽ・
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

等
計 消去又は

全社 連結

売上高及び営業損益

売　  上    高

 (1)外部顧客に対する売上高 318,787 185,306 53,577 43,548 48,738 28,391 26,723 13,388 718,458 －      718,458

 (2)セグメント間の内部売上高

    又は振替高 8,008 45 16 1,334 466 5,703 1,872 12,502 29,944 (29,944) －        

計 326,795 185,351 53,593 44,882 49,204 34,093 28,595 25,889 748,402 (29,944) 718,458

営  業  費  用 306,585 176,959 47,989 42,605 40,849 32,261 26,079 24,593 697,921 (26,922) 670,999

営　業　損　益 20,209 8,392 5,604 2,277 8,355 1,832 2,516 1,296 50,481 (3,022) 47,459

 (3) 前期（平成17年４月１日～平成18年３月31日） (単位：百万円）

ケミカルズ ホームズ ファーマ せんい ｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ 建材 ライフ＆
リビング

ｻｰﾋﾞｽ・
ｴﾝｼﾞﾆｱﾘﾝｸﾞ

等
計 消去又は

全社 連結

売上高及び営業損益

売　  上    高

 (1)外部顧客に対する売上高 660,402 404,539 105,842 89,704 102,859 56,512 51,942 26,821 1,498,620 －      1,498,620

 (2)セグメント間の内部売上高

    又は振替高 16,659 111 19 2,262 991 11,595 3,624 27,247 62,510 (62,510) －        

計 677,061 404,650 105,861 91,966 103,850 68,107 55,566 54,068 1,561,130 (62,510) 1,498,620

営  業  費  用 636,549 376,432 94,803 87,950 84,517 64,292 50,740 50,785 1,446,068 (56,174) 1,389,894

営　業　損　益 40,512 28,218 11,058 4,016 19,333 3,815 4,826 3,283 115,062 (6,336) 108,726

（注） 営業費用のうち、「消去又は全社」の項目に含まれる配賦不能営業費用は、当中間期が7,152百万円、前中間期が6,987百万円、

　　　 前期が15,209百万円である。

－連27－
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２．所在地別セグメント情報

 (1) 当中間期（平成18年４月１日～平成18年９月30日）

　   全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、

　　 記載を省略している。

 (2) 前中間期（平成17年４月１日～平成17年９月30日）

　   全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、

　　 記載を省略している。

 (3) 前期（平成17年４月１日～平成18年３月31日）

　   全セグメントの売上高の合計額に占める「本邦」の割合が90％を超えているため、

　　 記載を省略している。

３．海外売上高

 (1) 当中間期（平成18年４月１日～平成18年９月30日） (単位：百万円）

東アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 119,972 89,795 209,767

Ⅱ　連結売上高 768,878

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 15.6% 11.7% 27.3%

（注）　１．国又は地域の区分は地理的近接度による。

　　　　２．各区分に属する主な国又は地域

　　　東アジア ：中国（香港を含む）、韓国、台湾

　　　その他の地域 ：上記以外の東南アジア、アメリカ、ヨーロッパ等の地域

　　　　３．海外売上高は当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高である。

 (2) 前中間期（平成17年４月１日～平成17年９月30日） (単位：百万円）

東アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 105,055 71,267 176,322

Ⅱ　連結売上高 718,458

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 14.6% 9.9% 24.5%

 (3) 前期（平成17年４月１日～平成18年３月31日） (単位：百万円）

東アジア その他の地域 計

Ⅰ　海外売上高 222,377 150,789 373,166

Ⅱ　連結売上高 1,498,620

Ⅲ　連結売上高に占める海外売上高の割合 14.8% 10.1% 24.9%

リース取引関係
　　　ＥＤＩＮＥＴによる開示を行なうため記載を省略している。

－連28－
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有価証券

Ⅰ　当中間期（平成18年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

中 間 連 結
取 得 原 価 貸 借 対 照 表 差 額

計 上 額

（１）株 式 40,471 178,747 138,276
（２）債 券

国 債 ・ 地 方 債 等 24 24 －

合 計 40,495 178,771 138,276

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

中 間 連 結
貸 借 対 照 表
計 上 額

そ の 他 有 価 証 券
出資証券 10,001
非上場株式 7,056

Ⅱ　前期（平成18年３月31日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

取 得 原 価 連結貸借対照表 差 額
計 上 額

（１）株 式 38,904 181,810 142,906
（２）債 券

国 債 ・ 地 方 債 等 24 24 －

合 計 38,928 181,834 142,906

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

連結貸借対照表
計 上 額

そ の 他 有 価 証 券
出資証券 10,001
非上場株式 7,521

－連29－
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Ⅲ　前中間期（平成17年９月30日現在）

１．その他有価証券で時価のあるもの （単位：百万円）

中 間 連 結
取 得 原 価 貸 借 対 照 表 差 額

計 上 額

（１）株 式 39,779 146,099 106,320
（２）債 券

国 債 ・ 地 方 債 等 24 24 －

合 計 39,803 146,123 106,320

２．時価評価されていない主な有価証券の内容 （単位：百万円）

中 間 連 結
貸 借 対 照 表
計 上 額

そ の 他 有 価 証 券
出資証券 10,005
非上場株式 7,470

デリバティブ取引

ＥＤＩＮＥＴによる開示を行なうため記載を省略している。

－連30－



［連結］［連結］［連結］［連結］(旭化成株式会社）

５．受注及び販売の状況

１．住宅事業の受注状況
当中間期 前中間期

(18.4.1～18.9.30） (17.4.1～17.9.30）
億円 億円

受 注 高 1,561 1,504 3,133

受 注 残 高 3,253 3,204 3,040

（注）　受注高・受注残高は請負事業のみ

２．販売実績
当中間期 前中間期 前　期

事　業　分　野 (18.4.1～18.9.30） (17.4.1～17.9.30） 増減金額 増減率 (17.4.1～18.3.31）
金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

ケ ミ カ ル ズ 367,483 47.8 318,787 44.4 48,696 15.3 660,402 44.1 
ホ ー ム ズ 169,102 22.0 185,306 25.8 △ 16,204 △ 8.7  404,539 27.0 
フ ァ ー マ 51,121 6.6 53,577 7.4 △ 2,456  △ 4.6  105,842 7.0 
せ ん い 50,639 6.6 43,548 6.1 7,091  16.3 89,704 6.0 
エ レ ク ト ロ ニ ク ス 56,368 7.3 48,738 6.8 7,630  15.7 102,859 6.9 
建 材 30,571 4.0 28,391 3.9 2,180  7.7  56,512 3.8 
ラ イ フ ＆ リ ビ ン グ 26,721 3.5 26,723 3.7 △ 2      △ 0.0  51,942 3.4 
サービス・エンジニアリング等 16,873 2.2 13,388 1.9 3,485  26.0 26,821 1.8 

合    計 768,878 100.0 718,458 100.0 50,420 7.0  1,498,620 100.0 

前　期
(17.4.1～18.3.31）

億円

－連31－
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１．主要決算数値（連結）

当中間期 前中間期 増減率

億円 億円 億円 ％

売 上 高 7,689 7,185 504 7.0

営 業 利 益 507 475 32 6.8

経 常 利 益 488 472 15 3.2

中 間 純 利 益 290 254 35 13.9

総 資 産 14,598 13,045

自 己 資 本 6,130 5,421

１ 株 当 た り 円 円

中 間 純 利 益 20.69 18.15

１ 株 当 た り 円 円

純 資 産 438.06 387.16

総 資 産 中 間 純 利 益 率 ％ ％

（　Ｒ  Ｏ  Ａ  ） 4.1 3.9

自己資本中間純利益率 ％ ％

（　Ｒ  Ｏ  Ｅ  ） 9.6 9.6

Ｄ ／ Ｅ レ シ オ 0.40 0.45

１株当たり中間配当金

（注）　・ＲＯＡ、ＲＯＥは年率換算したもの

２．主要項目の状況（連結）
当中間期 前中間期 当期（当期末）予想

設 備 投 資 額 （ 有 形 ） 453 億円 301 億円 840 億円

設 備 投 資 額 （ 無 形 ） 23 億円 31 億円 70 億円

減 価 償 却 実 施 額 340 億円 335 億円 725 億円

有 利 子 負 債 残 高 2,422 億円 2,437 億円 2,190 億円

金 融 収 支 △ 0 億円 △ 1 億円 △ 10 億円

（内　受取配当金） (16) 億円 (15) 億円 (26) 億円

研 究 開 発 費 252 億円 254 億円 550 億円

期 末 人 員 23,838 人 23,219 人

（注） 減価償却実施額は有形と無形の合計額

３．その他項目

当中間期 前中間期 下期予想

ナ フ サ 価 格 51,600 38,000 50,000 国産ナフサ(円／kl)

為 替 レ ー ト 115 110 115 相場平均(円／＄)

４．連結対象範囲

当中間期 前期 増減数

連 結 子 会 社 数 109 105 4

持 分 法 適 用 会 社 数 53 55 -2

合 計 162 160 2

５　円 ５　円

増減額

－参考１－
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５．セグメント別売上高及び営業損益

（１）連結売上高        （億円）

当中間期 増減額 増減率 当期予想
％

ケミカルズ 3,675 3,188 487 15.3 7,310 6,604
ホームズ 1,691 1,853 -162 -8.7 4,100 4,045
ファーマ 511 536 -25 -4.6 1,070 1,058
せんい 506 435 71 16.3 1,070 897
エレクトロニクス 564 487 76 15.7 1,150 1,029
建材 306 284 22 7.7 610 565
ライフ＆リビング 267 267 -0 -0.0 540 519
サービス・エンジニアリング等 169 134 35 26.0 270 268
合計 7,689 7,185 504 7.0 16,120 14,986

（２）連結営業損益        （億円）

当中間期 増減額 増減率 当期予想

％
ケミカルズ 205 202 3 1.7 410 405
ホームズ 54 84 -30 -35.9 300 282
ファーマ 72 56 16 28.7 125 111
せんい 13 23 -10 -42.8 35 40
エレクトロニクス 124 84 40 47.9 230 193
建材 25 18 7 37.9 45 38
ライフ＆リビング 22 25 -3 -12.4 45 48
サービス・エンジニアリング等 23 13 10 80.7 40 33
小計 539 505 34 6.7 1,230 1,151
消去又は全社 △ 32 △ 30 -2 － △ 80 △ 63
合計 507 475 32 6.8 1,150 1,087

※連結営業損益　増減要因        （億円）

うち為替因コスト差等 計

ケミカルズ 23 269 43 -289 3
ホームズ -18 40 - -52 -30
ファーマ 8 -25 3 34 16
せんい 5 2 4 -17 -10
エレクトロニクス 60 -48 6 28 40
建材 1 6 - 1 7
ライフ＆リビング -1 2 0 -4 -3
サービス・エンジニアリング等 13 0 0 -2 10
消去又は全社 - - - -2 -2
合計 90 246 55 -303 32

前期

前期

数量差 売値差

前中間期

前中間期

－参考２－
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６．連結キャッシュ・フロー計算書 　　（億円）
当中間期 前中間期

営業活動によるキャッシュ・フロー① 477 332
投資活動によるキャッシュ・フロー② △ 409 △ 275
フリー・キャッシュ・フロー③（①＋②） 67 57
財務活動によるキャッシュ・フロー④ △ 21 △ 137
現金及び現金同等物に係る換算差額⑤ 1 2
現金及び現金同等物の増減額⑥（③＋④＋⑤） 47 △ 78
現金及び現金同等物の期首残高⑦ 864 685
非連結子会社の連結化に伴う増加額⑧ 22 1
現金及び現金同等物の中間期末残高（⑥＋⑦＋⑧） 934 608

７．有利子負債残高（連結） （億円）

当中間期 前期 前中間期
短期借入金 649 562 402
長期借入金 732 723 773
社債 1,040 1,070 1,260
割引手形 2 3 2
合計 2,422 2,358 2,437

８．当期の業績予想

（連結）

18年度(予想) 17年度(実績) 増加額 増加率
億円 億円 億円 ％

売 上 高 16,120 14,986 1,134 7.6

営 業 利 益 1,150 1,087 63 5.8

経 常 利 益 1,120 1,042 78 7.5

当 期 純 利 益 640 597 43 7.3

（単独）

18年度(予想) 17年度(実績)
億円 億円

営 業 収 益 425 426

営 業 利 益 260 274

経 常 利 益 265 270

当 期 純 利 益 285 290
１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 １１円 １０円

以　上

平成18年10月31日
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